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普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還及び速やかな運用停止の実現 
並びに基地跡地利用の推進について（要請） 

 
 貴職におかれましては、本市はもとより沖縄県における基地問題解決に向け、
ご尽力されていることに敬意を表します。 
  
本市における過重な基地負担は、普天間飛行場の全面返還合意から四半世紀が

経過する今なお解消されておらず、昨年度は米軍機の離着陸回数が、沖縄防衛局
が 24時間体制の目視調査を始めた 2017年以降、過去最多となっており、今年度
におきましても、夜間騒音をはじめ、外来機の相次ぐ飛来に伴う騒音被害を訴え
る市民からの切実な声が 10月末現在で 353件寄せられております。 
さらに、沖縄県が実施している令和２年度有機フッ素化合物環境中実態調査で

は、依然として、普天間飛行場周辺において、環境省が定めた PFOS及び PFOAの
暫定指針値（50ng/L）を超過している地点が確認されており、市民は常に不安を
抱えながら生活を送っております。 
 
 つきましては、市民の生命・財産を守り、未来あるまちづくりを進める宜野湾
市長として、下記のとおり強く要請いたします。 
 

記 
 
一．普天間飛行場の固定化は絶対にあってはならず、固定化阻止及び一日も早い

閉鎖・返還と返還までの間の危険性の除去及び基地負担軽減を、最重要課題
として目に見える形で取り組み、早期に返還期日を確定するとともに、返還
までのまちづくりのための財政支援制度を創設すること 

 
一．速やかな運用停止を実現するため、国・沖縄県・宜野湾市で構成される普天

間飛行場負担軽減推進会議及び同作業部会における協議を重ね、具体的な負
担軽減策を実現させるための検討に取り組むこと 

 
一．普天間飛行場周辺において、高濃度の PFOS等が検出されている状況を早急

に改善するとともに、普天間飛行場における PFOS 等に関する立入調査の実
現に向け取り組むこと 

 
一．西普天間住宅地区跡地の沖縄健康医療拠点を核とした跡地利用を着実に、ス

ピード感を持って進めるとともに、普天間飛行場をはじめとする今後の跡地
利用のモデル地区にふさわしいまちづくりを実現させるため、国における財
政支援を引き続き積極的に取り組むこと 

 
一. インダストリアル・コリドー地区南側部分は、西普天間住宅地区跡地に隣接

しており、国道 58号へのアクセス等一体的な土地利用が不可欠であり、そ
の重要性に鑑み、同南側部分を早期に返還すること 


